
座座談談会会「「非非営営利利・・協協同同入入門門」」
出席：角瀬 保雄（かくらい やすお、研究所理事長・法政大学名誉教授）

富沢 賢治（とみざわ けんじ、聖学院大学教授、一橋大学名誉教授）

中川雄一郎（なかがわ ゆういちろう、明治大学教授）

坂根 利幸（さかね としゆき、公認会計士）

司会：石塚 秀雄（いしづか ひでお、研究所主任研究員）

司会 本日の座談会は、機関誌でシリーズ掲載し
た「非営利・協同入門」の
まとめとして、開催しまし
た。シリーズを始めた３年
前とは、非営利・協同セク
ターを取り巻く制度的変化、
社会的変化が大きくあった
ように思います。NPOで
は事業型 NPOが出て参り

ましたし、社会保障制度の変化の中で、非営利・
協同セクターは、一つの対案、対抗勢力になりう
るシステムだと思うのです。いずれにしてもシリ
ーズで掲載した皆様の論文に既にお目通しいただ
いたと思いますが、現時点から見た問題点などを
議論いただきたくお願いします。
事務局案で予定テーマを５つ、（１）非営利・

協同セクターとコミュニティの関係の再検討、
（２）事業型 NPOと社会サービス、（３）社会的
企業、企業の社会的責任論と非営利・協同セクタ
ー、（４）非営利・協同組織と法制度の転換（公
益法人、医療法人、税制）、（５）非営利・協同セ
クターの新たな役割、と準備しました。それでは
掲載順で、最初に角瀬先生に口火を切っていただ
けないでしょうか。

�「社会的」という言葉の流行
角瀬 第１回が機関誌に載ったのは２００３年５月で、
このシリーズが始まったのは大分昔のことのよう
に思われますが、わずか３年前でしかないのです。
当時は非営利・協同と言っても、まだまだ多くの

ところで「何のことかわか
らない」という声が聞こえ
ましたので、出来るだけわ
かりやすく、初心者にも理
解しやすいものを書いたつ
もりです。従って私の担当
した第１回は、比較的ごく
常識的な、その当時に既に

一般化していた認識を、理念としての非営利・協
同、経済主体としての非営利・協同、経済セクタ
ーとしての非営利・協同、非営利・協同の課題、
非営利・協同と労働と、わかりやすくまとめて示
しました。それから３年経って、非営利・協同の
運動の進展、非営利・協同に関する法制度の変化
には大変大きなものがあると言っていいかと思い
ます。この先どこに進んでいくのかが問われる状
況になっています。これは非営利組織の NPOに
ついてばかりでなく、協同組織としての農協につ
いても生協についても言えますし、医療に関して
は医療法人制度の問題が生まれており、大いに議
論するテーマが生まれているかと思います。
一昨年、当研究所で調査に行ったスペインのモ

ンドラゴンは非営利・協同の事業の最先端を行く
ところですが、モンドラゴンの理解が受け止める
人によって違うのも事実です。非営利・協同なの
かどうかと言われてもいます。こうした問題につ
いて率直に議論できればと思う次第です。

司会 ありがとうございました。特に NPOにつ
いては、介護保険が出て、かなりの数、およそ NPO

の半分以上は介護サービス事業に関わるようにな
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りました。最近は NPO学会と協同組合学会との
接近に見られますように、事業型 NPOという問題
と、協同組合セクターでは町並み開発、地域コミ
ュニティの運動、あるいは地域通貨の問題などが
共通の課題になりつつあります。こうした運動に
は、この３年間でどのような変化があるのでしょ
うか。これらについて、富沢先生にお願いします。

富沢 大きく変わりました。この３年間で「非営
利・協同」が非常に現実的
な問題になってきました。
２００６年１１月発行『いのちと
くらし研究所報』１７号の座
談会では、医療法人制度改
革問題が扱われていますが、
これを通読すると非営利・
協同という考え方を現実問

題と対応させてどう見るかということが大切にな
ってきていることがよくわかります。石塚さんが
言ったように、NPOなどの民間非営利組織が介
護保険を活用して介護事業をやり出したり、協同
組合がまちづくり的なことをやり出したり、従来
見られないような大きな変化があります。この変
化で特に重要な点は、非営利・協同組織の取り組
む事業が「市場」という同じ土俵で営利企業と競
合関係にあるということです。また、この競合関
係を利用して行政が非営利・協同組織を安上がり
に使おうとしている点です。非営利・協同組織の
重要性については認識が高まりつつありますが、
同時に組織を取り巻く状況も厳しくなっています。
このような状況を乗り越えていくためには、非営
利・協同組織同士の協同を強化して、行政と営利
企業に対して発言力を強めていく必要があります。
そのためにも、「何のための非営利・協同か」

という、非営利・協同の目的を明確にすることに
よって運動を進めていくことが重要です。とりわ
け、非営利・協同の運動によってどのような社会
をつくるのかという、運動のゴールとなる社会像
を明らかにすることが重要です。ソ連等の旧社会
主義諸国の崩壊後、政治経済の問題を含めてどう
いう社会を目指して運動を進めていくのかという
点が、不明確になっているのではないでしょうか。
運動の到達ゴールがはっきりしていないと、非

営利・協同の力が十分に発揮できません。非営利
・協同組織が手をつないでネットワークをつくる
ためには、広い意味での共通のミッションを持っ
た方がいいと思うのです。
非営利・協同の運動によってどのような社会を

つくるのかといえば、当然のことながら、住みよ
い社会をつくるということになります。問題は、
どういう手段で住みよい社会をつくるかというこ
とです。住みよい社会をつくる道筋に関して言え
ば、私は「社会化」という概念の再検討が必要だ
と考えています。旧社会主義諸国では社会化が国
有化として実践されましたが、国有化はほんとう
の意味で社会化と言えるのでしょうか。また、欧
米諸国そして最近は日本でも、「社会的」という
形容詞がつく言葉が多く使われていますね。たと
えば、「社会的医療法人」という法人もでてきま
したね。「社会的」というと、名前は美しそうで
すが、「社会的」の中身はどうなっているのでし
ょうか。
「社会化」の概念の再検討のためには、そもそ

も「社会」とはなにか、「社会的」とはなにかと
いう問題を原理的なところから考え直していく必
要があります。そのうえで、住みよい社会とはな
にか、そのような社会はどのような構造になって
いるのかという問題を、現状の社会状況を踏まえ
た上で、考える必要があります。
明確な社会像をはっきりさせて、住みよい社会

を実現させるためにはどういう段階をたどってい
けばいいか、その道筋をはっきりさせるのがこの
研究所にとって必要だと思います。私見について
は、図を用意してきましたので、あとで機会があ
れば説明させてください。

司会 ありがとうございました。それでは中川先
生に伺いたいのですが、社会的企業の新しい動き
がありますが、最近イギリスで法律ができ、ヨー
ロッパでもこの３年間にいろいろな動きがあった
と思いますが、そのあたりも含めてお話し下さい。

中川 いま富沢先生のおっしゃった「社会化」「社
会的」ですが、私はこのところイギリスの社会的
企業の勉強をしてきたものですから「社会的とは
何か」を考えてきました。「社会的」という言葉
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を考える場合、逆説的な言
い方になるかもしれません
が、サッチャー元首相の有
名な言葉を思い出します。
それは、「イギリスには社
会はありません」（There is

no society in Britain.）との
言葉です。彼女たち保守党

は次の選挙で負けましたが、「社会がない」とい
うのは、すべての結果は「個人の責任」です、と
いうわけです。「社会」というのは、「市場」と同
様に、一種の抽象概念ですから、私たちが創りだ
す人と人との関係であるのですから、「そこに在
る」、「ここに在る」、というものではないのです
が、しかし、厳然として存在するのです。したが
って、社会は「人と人との関係の総体」であると
いうことから、人びとが「何を、どのようにして、
何のために」行うのか、ということを基点に考え
ると、雇用関係、企業組織の構造的あり方、地域
コミュニティにおける私たちの生活のあり方、暮
らしぶりなど、さまざまな人びとがとり結ぶさま
ざまな関係によって創りだされる実体が社会であ
ると考えてよいでしょう。「社会的企業」という
表現はそのことを示しているのです。
非営利は、人と人との関係を、まずは損得では

みないということです。非営利は、人びとがお互
いに助け合う、人と人との助け合いが前提になっ
ている。しかも、ただ助け合うだけではなくて、
助け合いの関係を何によって、どのように維持・
発展させていくかとなると、そしてまたここに「企
業」があるいは「事業体」が入ってくることにな
ると、「企業」が「ソーシャル・ミッション」（社
会的使命）と結びついていく。「企業と社会的使命
との結びつき」だけでなく、フェア・トレードの
ような「市場と社会的使命との結合」も出てくる。
それが社会的企業になったり、私が今勉強してい
るソーシャル・ファーム（social firm［障害者が働く
社会的企業］）になったりしていくのだろうと思い
ます。
ソーシャル・ファームの場合も他の社会的企業

の場合も同じですが、労働というか、就労・雇用
を通じて社会的諸関係を人びとの間にしっかり創
りあげていくことが大きな目的になっている。こ

れがなぜヨーロッパで盛んに生みだされ、運動が
発展しているのかを考えると、新自由主義信奉者
の言う「市場原理主義」・「市場本位主義」は人
びとを、しかも特に社会的に不利な条件の下に置
かれている人たちを労働市場から排除する傾向が
強いだけに、それに対抗して労働を通じての統合
―それをワーク・インテグレーションと言います
が―を実現していかないと、実は地域社会（地域
コミュニティ）が維持されなくなる、と皆が考え
るようになってきているからではないでしょうか。
したがって、営利企業がもたらす負を非営利企業
がこれを正に置き換えていく、そのためにまた非
営利企業も営利の領域に入って競争し始めること
になる。そしてこの競争を「営利の土俵」の上で
行なうと非営利は負ける可能性が大きくなるので、
非営利に有利な市場メカニズムを創りだして、こ
の競争を乗り越える方法を考えなければならない。
その際に、どういう目標なり目的なりの達成の機
会を自分たちの頭で描いていけるかが大変重要に
なってくると思います。現に、障害者を経済的・
社会的に自立させていく運動体であるソーシャル
・ファームはその目的や目標を実現させるしっか
りした社会像を描きなが事業を遂行しています。
イギリスでの試みを例にとって言ってきました

が、やはり、最後は人びとが築いていく「シチズ
ンシップ」（citizenship）に行き着くのではないかと
思っているのです。シチズンシップの大前提は、
簡単に言えば、市民として人びとを差別しないこ
と、分け隔てしないことだと思いますが、それは、
自治に基礎を置いた「市民としての権利と責任」
をどのように遂行し、意思決定に自発的に参加し
ていくかに左右される。そのことと市場が決して
無縁ではないということを社会的企業は知らせて
いるのではないかと私は考えています。
その意味で、そして世界的に見ると、イタリア

の社会的協同組合は非常に重要な役割を果たして
いると思います。それは、社会的協同組合の発展
と持続可能性のためにしっかりした法律（１９９１年
法律第３８１号、いわゆる「社会的協同組合法」）を制
定させていったからです。社会的協同組合の展開
を見ていると、自治能力を有する市民が、市民の
権利を行使し、その責任を自発的に果たすために、
企業活動や地域活動に自発的に参加する、という
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シチズンシップの重要性がはっきりと認識されま
す。これがどういう社会を創造していくのか、と
いうことと繋がっているように思えるからです。
イギリスの社会的企業もその意味では同じだと思
っています。
ただ問題がないわけではなくて、社会的企業も

大きくなっていくと市場メカニズムを重視するよ
うになるが、その際にどんな人がどういう場所で
働くかという問題が出てきて、やはりメンバーを
増やすよりも臨時、パートを増やしていくことが
容易に行われるようになる可能性がある。それが
いいのか悪いのかというのはありますが、オラン
ダのように人びとのライフスタイルに合わせる、
という意味の「ワークシェアリング」を実行して
いくならばいいのですが、どうもイギリスを見て
いると、そういう見方には未だになれません。そ
こが社会的企業が批判される重要な一つの要因に
なっている。そろそろ市場メカニズムと社会的企
業との関係をしっかり分析して理論化することが
必要になってきているのかもしれません。

司会 この３年間の変化の一つは、「社会的企業」
という言葉がかなり一般に使われるようになった
ということですね。以前の NPOは非営利で経済
活動をしないことが前提になっていましたが、市
場の中でいかにやっていくか、いかにニッチなと
ころをやるかという議論から、必然的に日本にお
いても市場競争に関わらざるを得なくなってきた。
非営利・協同の事業組織、企業としてどうするの
かと、労働の問題が大事になってきて、当研究所
も一貫して重要なキーワードとしてとらえてきた
わけです。この間 NPO法や公益法人法や、中間
法人法が出来てすぐ消えて、一般社団法人法や、
新会社法ができるなど、かなり企業概念が変わっ
てきたと思うのですが、そのあたりについて、坂
根先生にお願いします。

坂根 皆さん難しい話をするものだから（笑）、
僕は社会的企業論は少しわかる気がしますが、多
くの人は非営利・協同ですらまだわかっていない
ではないですか。そこに社会的企業論が来て、ま
ったく違うことでもないので更にまたわからなく
なる可能性がある。当初から非営利の概念は、先

ほど損得を前提にしないと
中川先生がおっしゃったよ
うに、僕らも利益を第一の
原則にしない、しかし利益
は必要だという説明をして
きました。それはそれで大
方理解されるかなと思いま
す。社会的と協同は少し似

ている気がする。協同とか社会化とか社会的とい
うのは、理念というより組織、組織運営に通じる
概念と思っていて、さきほどの市場のメカニズム
との関係を言うと、協同が薄れていくと利益を第
一原則にしないという理念も薄れていくような気
がします。例のモンドラゴン型も民主主義を重視
するために組織をあまり大規模にはしないでやっ
てきていて、逆にイタリアは組織の巨大化によっ
て市場と戦うことを目指している。そのどちらか
がいいのかは議論があるところだけれど、日本で
はそもそも協同、社会的、社会化に対する理解が
ほとんどあまりわからないままに生きてきている
ところがあって、日本人の意識に市民とか市民社
会という言葉もあまりない。あるいは市民法とい
う概念もそうです。だからそのへんが、わかりに
くいのだと思う。
この間の流れでいえば、市場経済を推し進める

仕組みとともに法制を作ってきて、ほぼ官僚の思
うままに出来て最終盤にきている感じがします。
ただこれらをつくる過程で、富沢先生が先ほどお
っしゃったようにすべて市場で進めるのではなく
て、市場経済の周辺に非営利の事業組織を配置す
ることをしている。膨張しては困るが、なくても
困る、そういう形で配置している。ところが非営
利の分野の人々は市場経済を深く考えずに、その
規模の増大とともに独自の質を獲得してきた、そ
ういう状況にあるのかなと思います。
もうひとつ、社会化という言葉は良くわからな

いけれども、言葉としては抽象論なので、具体的
に考えようとするとやはり「地域」、ここでいう
コミュニティ、あるいはコミューンかわかりませ
んが、それを言っているのだろうと思います。今
はそれぞれの事業組織がいろいろなことを模索し
ているけれども、「やはり自分たちだけでは無理
だ」ということが明らかになってきた。たとえば
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保険業法改正の問題も含めて、弱者が横につなが
ることが否定されてきて、どうやったら横につな
がることができるかが課題だと思う。
たまたま昨日もある人が訪ねてきて、名刺を見

ると「ソーシャル某」とあるが、何がソーシャル
か良くわからない（笑）。一定の事業連合を作り
たいというのだが、経営情報をある程度一緒に見
られる仕組みを作りたいので力を貸して欲しい、
そういうことでした。一つ一つばらばらにやって
いたのでは力が出ないので、非営利事業の各組織
が力量に差があるから、全体でまとまった方がい
い、ではどうやってまとまるか。理念だけでは難
しいので、事業をやっている組織では事業の弱点
や成果をある程度共通的に見られるものがないと
うまくいかないと思う。それぞれの会計基準が同
じではないので、少し整理することが出来るが、
なかなか容易ではないという話だったのです。と
いうことで、社会的、社会化についてはもう少し
皆がわかるようにしてもらわないと、非営利・協
同ですら「それぞれの非営利・協同」になってい
るのだから、これに社会的や社会化が来るとさら
に混乱してしまう気がします。
協同という概念を説明するときに、ぼくはいつ

も「民主主義と運営」だと言っている。ただしこ
れは自分たちの組織ひとつの話で、もう少し横に
広げていくと地域社会が出てくる。これが社会的
ということなのかなと思います。

富沢 坂根先生がちょうど私見のイントロダクシ
ョンをやってくださったかも（笑）。「社会的や社
会化が来るとさらに混乱してしまう」という批判
をいただいたので、すこし説明をさせてください。
まず「社会」という言葉について。協同総合研

究所の機関誌『協同の發見』（２００４年１０月号）に「東
京に空がない。日本に社会がない。」という巻頭
言を書いたことがあります。高村光太郎の『智恵
子抄』にちなんでね。詩的な表現ですが、東京に
空がないように、日本には社会がない。だから、
東京に空を取り戻し、日本に社会をつくろう、と
いうことを言いたかったのです。
「社会」は明治時代に societyの訳語として使

われ始めました。その前は「社会」という日本語
はなく、それに近い言葉は「世間」でした。しか

し、「世間」は、冠婚葬祭に参加するような顔見
知りということです。そういう意味の世間は今も
日本にあります。しかし、先ほど中川先生が強調
した citizenshipと関連しますが、個々人が市民と
して連帯するという意味合いの市民社会的な社会
は日本では成熟していない気がします。市民社会
を成熟させるためにも、いま改めて社会とは何か
を本当に考える必要があると思います。
図１を見ると、円の中心に「社会」があります。

社会の基本的な役割は、人を生み育て守ることで
す。「経済」の役割は、そのような社会に必要な
生産物を提供することです。「政治」の役割は、
人間関係を調整することです。「文化」の役割は、
住みよい美しい社会を構想することです。社会が
目的で、政治や経済や文化はその手段です。核心
は「社会」にあります。生み育て守るという、「社
会」の役割は、あらゆる生物に共通です。
生み育て守る役割を持つ社会の人間的な特質は、

福祉のあり方と労働のあり方にあります。当研究
所に関連して言えば、「いのちとくらし」を守る
のが福祉と労働ですね。この福祉と労働をどのよ
うに人間らしいものにしていくのか、というのが
私の考える社会化の一番の基礎にあります。福祉
に関して言えば、すべての国民に健康で文化的な
生活を保障するような政府をつくることです。ま
た、労働に関して言えば、人間らしい労働、ILO
的に言えばディーセント・ワークを保障するよう
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な経済システムをつくることが必要です。
先ほど坂根先生は、「協同という概念を説明す

るときに、ぼくはいつも『民主主義と運営』だと
言っている。ただしこれは自分たちの組織ひとつ
の話で、もう少し横に広げていくと地域社会が出
てくる。これが社会的ということなのかなと思い
ます。」と発言しましたね。
図２は、ペストフの図から考えて作った社会の

構造図ですが、横線の下が社会の「非組織」の領
域、上が「組織」の領域となっています。未組織
の領域がコミュニティで、コミュニティの基本は
家族とその集合である地域社会です。人間の生産、
再生産の領域です。このコミュニティを守るため
にいろいろな組織が結成されます。これが図の上
の三角の非営利・協同組織の領域です。これらの
組織は、コミュニティに基礎を持った組織です。
何のために非営利・協同の組織があるかと言えば、
コミュニティを守る、生命・生活を守るためです。
これらの組織が力をつけるためには、組織同士の
協力が必要です。国家と営利企業に対して物申す
ためには、力をつけなければならない。そのため
には、ネットワークをつくり、非営利・協同のセ
クターを拡大強化していく必要があります。
NPOや NGOというのは、「営利企業でない組

織」「政府でない組織」、という否定的な言い方で
す。これを肯定的に言い直してみると、CBO（コ
ミュニティ・ベースト・オーガニゼイション）になり
ます。NPO，NGOの本質は、それらがコミュニ
ティに根ざした、コミュニティのための組織だと

いうところにあります。これらの組織にとっては
地域社会の現実的なニーズをどうくみ上げて地域
住民の力をどう結集していくかという問題が非常
に重要になってきます。
組織と運営の理念を端的に言うと、国家セクタ

ーは平等、営利企業セクターは自由、非営利・協
同セクターは友愛（あるいは、その現代的表現であ
る連帯）です。住みよい社会をつくるためには、
自由、平等、連帯の３本柱が必要となります。３
つのセクターのベストミックスをつくるためには、
非営利・協同セクターの拡大強化がどうしても必
要となります。さもないと、国家セクターや営利
企業セクターの餌食になってしまいます。非営利
・協同セクターをどう強めていくのか、その戦略
戦術が非常に重要となります。

角瀬 いろいろな角度から問題が提起されたよう
に思いますが、冒頭で社会化とはなにかというこ
とが指摘されました。社会化については富沢先生
が早くから研究されています。その初期の研究と
今日の研究の到達点との関連を教えていただきた
い。私なりに社会化、社会的と使っておりますが、
コミュニティは基礎に地縁・血縁をおいています。
ただそこに留まるだけでは縄文・弥生の時代から
抜け出せなくなってしまいます。その後コミュニ
ティはどんどん広がっていって、今日では地球全
体がひとつのコミュニティになっている、そうい
う歴史的な段階にあると言えるのではないかと思
います。
日本の場合、江戸時代から社会関係を具体的に

あらわすものとして「結」がありました。医療の
関係では「定礼（ジョウレイ）」というのがあった
わけですが、それらは一つの小さなコミュニティ、
社会関係であったといえます。それが今日ではグ
ローバルな広がりをもつようになっている。これ
を推進したのが市場だと思っています。私は「市
場原理主義」には反対ですが、市場そのものは重
要視しています。無視することは出来ません。具
体的にはモンドラゴンは、世界の市場を念頭にお
いて協同組合活動を行っています。モンドラゴン
は営利企業化してしまったのではないかという見
方もありますが、私はそうではないと思っていま
す。市場でどう勝ち抜いていくかという、非営利
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・協同の陣営ではいまだ成功裡に挑戦されていな
い課題に挑んでいるのだと思っています。
これは資本主義の世界における非営利・協同と

は直接つながらないのですが、社会主義と非営利
・協同というテーマにも興味深いものがあります。
ソ連型社会主義が歴史的に崩壊した後、中国やベ
トナムでは市場型社会主義、市場を前提にした社
会主義の建設を考えています。中国の連想（レノ
ボ）は、IBMの PC部門を買収し世界市場でどん
どん発展を追求しようとしています。あれは利益
を追求していますから、営利企業ということにな
りますが、それをどのようなものとして認識する
かが問題になります。中国は株式会社を積極的に
取り入れ、国営企業の株式会社化というのをやっ
ていますが、国有企業がまったくの株式会社にな
ったのではありません。中国の株式会社は株式の
主要部分を国が所有していて支配権はしっかり握
っています。そして株式の一部を証券市場で売却
し、値上がり益を手にし、市場から資金を調達す
るという、いってみれば大変賢い、高等戦術を使
って経済の発展を図ろうとしています。その辺は
日本ではまだ十分に理解されていないところだと
思います。これはベトナムもそうですね。
ソ連型の社会主義を忠実に守っているのがキュ

ーバです。一部農業に協同組合があるようですが、
国民経済としては国有企業が中心です。キューバ
はカストロ議長がどうなるかによって状況がかな
り変わりうると言えますが、それに対し同じ南米
でもベネズエラの場合は参加型の社会を目指すと
言っていますので、キューバと違って非営利・協
同との接点が大きくひろがるのではないかと思い
ます。ベネズエラの場合も今後順風満帆で進むか
と言えばそうではなく、やはりチャベス大統領の
カリスマ性に頼るところが大きいですから、リー
ダーがどうなるかによって社会全体が揺れるとい
う問題をはらんでいます。
コミュニティ、市場というところから社会体制

の問題まで、いろいろと問題を大きく飛躍させて
提起しましたが、元に戻りまして、日本の NPO

は、ついこの間まで数が１万を越したということ
が話題になったのに、今や３万を越しているとい
うことです。今後どこまで増えるのかわからない
といえます。それだけ社会に影響を及ぼしてきて

いるといえますが、それがどういう活動をしてい
るのかが問題となります、株式会社企業が NPO

をつくるなど実態は矛盾だらけかもしれません。
一方、協同組合の場合には、NPOと違い、営利
企業との競争の中で数は減ってきていますが、規
模は大きくなってきています。農協も消費生協も
そうですね。市場の中でどう生き残りうるか、そ
の存在価値を証明しようとしている。これをどう
とらえるのか、学界などでは制度改革には批判的
な風当たりが強いのですが、私は批判だけでなく、
ひとつの挑戦としてみるべきだと思っています。
矛盾もあり批判されるべき点もありますが、今後
どうなっていくか、非常に大きな関心を持ってみ
ています。それから共済も、保険との関係が保険
業法の改正など法令の変化でどうなっていくのか、
これも大きな関心のあるところですね。
もともと私は経営学畑の出身ですから、企業と

いうものを無視することができない性を持ってお
ります。非営利・協同の組織も企業の一種だとと
らえています。私のそういう考え方と共通した認
識を示しているのが、富沢先生の大学院を出られ
た塚本一郎君です。彼は今問題になっている社会
的企業について、営利と非営利のハイブリッドと
してとらえ、４点に整理しています。第１はビジ
ネス＝営利という発想の転換、第２に社会的貢献
の新しいモデル、ビジネスと社会的貢献のハイブ
リッド、第３に NPOのビジネスモデル、第４に
ソーシャルキャピタル、社会的資本とビジネスの
結合だとしています。私もこうした発想に賛成で
す。多くの人が社会的企業を重要視しており、海
外の翻訳書も出されています。私が見る限り、社
会的企業の考え方は人によってかなり違いがみら
れますが、大きく二つに分けられるかと思います。
一つはヨーロッパ的とらえ方、中川先生の追いか
けておられるイギリスなどが典型といえます。も
う一つはアメリカ的なとらえ方で、経営学者に多
いかと思います。たとえば一橋大学の谷本寛治氏
などがその代表です。私は両面のとらえ方が必要
で、一面だけでは片手落ちになってしまい、将来
の社会的変化に対応できないと思っています。こ
うなってくると、市場への対応とアントレプレナ
ーシップというものが不可欠になります。これま
でのいわば古い非営利・協同組織論、運動論では
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そのへんのところがほとんど重視されてこなかっ
たといえます。しかし、これからは重視していか
ないと、将来の発展は難しいのではないかと思い
ます。こういうことを言うのは、非営利・協同の
研究者の中ではまだ主流ではないかと思いますが、
しかしその動向に絶えず注目しながら、追求して
いく必要があると思っています。座談会が始まる
前に論敵はここにいる皆さんだと言いましたが
（笑）、そういう意味でもあるわけですね。

�労働の社会化、市場の社会化
富沢 角瀬先生はずいぶん前から「協同組合の株
式会社化、株式会社の協同組合化」と言っておら
れました。今や先生の見解に現実の方が近づいて
きたのではないでしょうか。このテーゼは、最初
はずいぶん叩かれましたが、今や先生の視点から
現実を分析することが必要な時代になってきてい
ると思います。
私に関しては、初期の研究と今の研究との到達

点との関連を示せ、と言われました。私の研究史
は、拙稿「労働の社会化と社会的経済」（『大原社
会問題研究所雑誌』５３４号、２００３年５月号）にま
とめてあります。『唯物史観と労働運動��マル
クス・レーニンの「労働の社会化」論』（ミネルヴ
ァ書房、１９７４年）が私の博士論文です。それ以来私
はずっと「労働の社会化」というテーマにこだわ
ってきました。
科学的社会主義と非営利・協同がどう関連する

かという問題が問われていますが、「労働の社会
化」が、この問題に答えるためのキーワードにな
ると思います。
労働の社会化は、労働の国有化ではなく、非営

利・協同組織で働く人を増やすことから始まると
思います。
NPOの数が３万になったということですが、

私は非営利・協同組織で働く人が増えることは労
働の社会化に通じる道だと考えています。
私自身は「コミュニティ活動支援センター」と

いう NPOを設立して事務局長をやっています。
少し具体的な話をしますと、先週の日曜日には私
が勤務する聖学院大学にお願いしてグラウンドの
片隅に竹炭を作る釜を設置しました。大学がある

上尾市には、竹林が多いのです。竹の生育を放置
しておくと竹林そのものが生き延びられないので、
先々週の日曜日は、NPOの仲間と竹を切りに行
きました。その地主さんのところだけでも年に１００
本くらいの竹を切り、処理するのに困って燃やし
ています。そういう竹林がたくさんあるわけです。
私たちの NPOは、地域にある素材を生かして、
ビジネスに結びつけたいと考えています。今度の
土日は実際に炭を焼きます。竹炭の販路さえつく
れば、地域で無駄になっている素材が生かされて、
コミュニティビジネスが生まれて、しかも地域の
自然が残るという良い循環がつくれます。しかも、
そういう活動をやっていると地域社会の人びとの
ネットワークが自然にできてきます。竹炭の販路
をどう求めるかという問題については、二週間ほ
ど後に上尾市の退職者グループの総会で講演をす
るので、そのさいに協力を求めるつもりです。次
の土日は、新潟地震の被災地に行って雪下ろしを
するのですが（笑）、その地域の人びとは地元で
作ったものを上尾で買ってくれないかと思ってい
ます。そこで私は小千谷の人びとと上尾の人びと
を結び付けようと思っています。こうして人びと
の集まりがつながり深まり、コミュニティがひろ
まっていく。これが社会を変えていく土台となる
と考えています。
「社会変革の核心は労働の社会化にある」とい

うのは、マルクスとレーニンの見解ですが、この
意味がわからなくて私は研究を始めました。社会
主義は生産の社会化が中心だと言われますが、生
産の社会化には生産手段の社会化と労働の社会化
という２つの側面があります。旧来のソ連型の社
会主義は生産手段の社会化を重要視し、社会化＝
国有化としました。これが大きな間違いであった
と私は思います。国有化しても国家セクターが肥
大化するだけで、労働が真に社会化されていると
はいえないわけです。では、労働の社会化の実態
はどのようなものか。このような問題意識から、
ワーカーズコープの研究を始め、モンドラゴンの
研究をしてきたわけです。そして、そうした企業
単位での労働の社会化の実態を研究したうえで社
会経済システムとしての社会的経済を研究し、社
会的経済の組織としての非営利・協同組織の研究
に至ったというわけです。
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角瀬 私も先生の研究を私の分野でどう生かせる
かと考えてきたわけですが、労働の社会化の視点
から企業というものをとらえなおすことでつなが
るのだろうと思います。企業は営利企業だけとい
う考え方ではなく、営利企業も非営利企業も労働
の社会化という点では共通しており、結びつくの
ではないかと思っています。労働の社会化を考え
る時、社会的分業と企業における参加の問題が重
要になります。
別の視点から社会化ということを重視している

人に都留重人さんがいます。「ストックの社会化」
に対して「フローの社会化」を提唱し、社会保障
のようなものは「サープラスの社会化」を意味す
るのだと、『資本制社会の変革を目指して』とい
う論文で述べています。私もこれは重要な指摘だ
と思います。社会保障というと国家をどう位置づ
けるか、大きい政府、小さい政府という問題もあ
りますが、社会化の問題との関連で社会保障をど
う位置づけるか。日本では小泉、安倍内閣のもと
で「市場化」「営利化」によって、社会保障が駄
目にされようとしています。ヨーロッパにおいて
も福祉国家が変貌しつつあります。非営利・協同
と社会保障との関係などいろいろと深める必要が
あるように思います。

中川 先ほどの中国の国営企業の株式会社化と関
連するかもしれませんが、イギリスでは社会的企
業に投資すると減免措置が受けられます。そうい
う投資をする人をソーシャル・インベスター（社
会的投資家）と言いますが、それは、政府が市場
に介入するということを意味している。社会が介
入すると言ってもいいのですが、要するに、資本
主義といっても国や地域によって市場メカニズム
に違いがあるのですから、人びとが市場をどう創
っていくのかということになります。つまり、先
ほども言いましたように、抽象概念としての市場
は人びとが生産し販売する売買の諸関係ですから、
私たちの日常の経済行為そのものです。市民とし
ての私たちは、自分の利益を考えたり、世界の貧
困を考えたり、公正や平等や自由といった社会的
規範を尊重したりする市民的な配慮をしながら経
済行為を不断に行なうのですから、「等価交換」
などの基本原則を別にすれば、それに合わせて市

場もさまざま創られるのです。例えば、ソーシャ
ル・インベスターの行為も同様で、投資に対して
課税の減免措置があるというのは、社会をより良
くするための経済行為に対する見返りである、と
いうそういう新しいコンセプトを持ったものが制
度としてできあがってくるのが市場メカニズムの
変化だと思う。換言すれば、市場は何が何でも競
争だ、というのではなく、競争にもさまざまな仕
様があり、強弱もあるということだろうと思う。
日本の営利企業も「市場メカニズムはしばしば変
化する」のだということをそろそろしっかりと認
識する必要があるでしょう。
また逆に、協同組合でも大規模化し、市場本位

主義に倣った市場メカニズムを重んじるようにな
っていけば、当然のように「費用対効果」が第一
義的な優先項目になっていく。しかし、その場合
でも、協同組合が何のために、何を目指して事業
経営するのか、というソーシャル・ミッション（社
会的使命）を明確にすることが協同組合の経営の
真の価値と持続可能性を確かなものにするのです。
そうすることによって市場メカニズムを協同組合
に有利に換えていくことが可能になるのです。例
えば、イタリアでは生協が小売流通の第１位を占
めている。イタリアの生協数は現在１６０ほどしか
なく、またそのうちの９つの大生協でそのほとん
どのシェアを占めている。このような展開には問
題があるとの批判も見られるけれど、イタリアの
生協の優れた点は、何のために規模を大きくする
のか、合併して大規模化することの目標や目的を
はっきりさせている。この点は日本の生協も参考
にすべきだと私は思っています。その目的は「相
互扶助や助け合いをいかに現代化していくか」と
いうテーゼが語っています。相互扶助・助け合い
の現代化、生協はそれに向かってどう行動を起こ
すのか。企業・事業体である限り、倒産・解散し
ては生協の目的を半ば果たせないことになる。し
たがって、市場経済のグローバル化を生き抜いて
いくために、生協はそのソーシャル・ミッション
を、一層はっきりさせた目標と目的をもって、市
場で他の企業と対峙していかなければならない、
との理念を誰にでも分かるようにはっきりさせな
ければならない。私は、イタリアの生協が打ち出
した「相互扶助・助け合いの現代化」を通じて非
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営利企業としての生協をどう育てていき、そこか
ら発せられる様々な相互扶助・助け合いの方法や
仕方を再び考えていくことが何よりも求められて
いるのではないか、と思っている。くどいようで
すが、効率や競争に対して社会正義を対峙させ、
物事を個人ではなく先ず社会の局面から見る、こ
ういうこともイタリアの生協は訴えています。こ
の点は非常に大切だと思います。個人の権利とそ
の権利を守る社会のあり方をしっかり見据えてや
っていこうとするのがイタリアの生協である、と
言ってもよいかもしれません。日本の農協にそう
いう姿勢があるか、日本の生協にそういう姿勢が
あるかというと、少し怪しい気もします。だから
と言って、私は、日本の農協や生協はだめだと切
って捨てるつもりはありません。ただ、よりはっ
きりした理念、ソーシャル・ミッション、社会的
な目標や目的をもって事業展開してほしい、とい
うことです。
協同組合についてさらに言えば、モンドラゴン

協同組合は飛行機の部品は作るけれど、飛行機は
作らないのです。つまりわれわれの日常生活から
すごく離れたものを作っているわけではないとい
うことです。最近の多くの日本人にとって飛行機
は身近になっているかもしれませんが、飛行機に
乗らなくても日常生活はできます。部品を作るの
は工業協同組合の重要な部分なので、ビジネスと
してしっかり位置づけているということです。ま
たモンドラゴン協同組合はモロッコなど海外で子
会社を設立して生産しているのですが、それを「モ
ンドラゴンのユニクロ化」と言って批判する日本
人もいます。しかし、よく見ると、その子会社は
それぞれの地域にあった市場賃金と同時に、その
地域では最もよい労働条件を据えている。これは、
協同組合が本

�

能
�

的
�

に
�

持つ役割であると私は考えて
いる。それはちょうど、日本の生協が「安全・安
心」を日本の社会のなかに一般化し、普遍化して
いったのと同じです。協同組合はそういう役割を
持っているのです。生協が主張した「安全・安心」
は今では当然のようになり、したがって、それは
生協の組合員のものだけでなく、社会的に一般化
させたことで多くの人びとはそれを当然の前提と
して生活できるようになっているのである。これ
を「生活の質の向上」と言うのです。モンドラゴ

ン協同組合の海外子会社も同じである、と考える
べきでしょう。単なる批判ではなく、市場メカニ
ズムをどう捉え、どう自分たちのものにするか、
ひいては協同組合の市場メカニズムをどう創って
いくのか、ということも視野に入れることが必要
ではないか、と私は思っている。
もう一つ言わせてもらうと、かつて私は、アマ

ルティア・セン教授の方法論を勉強したことがあ
るのですが、企業活動をしていくのに制度的アプ
ローチ、過程のアプローチそれに結果のアプロー
チという３つの視点から協同組合の企業活動を見
てみようと試みたことがありました。このアプロ
ーチは、協同組合やコミュニティに根ざした事業
組織にとって有用であると思っています。社会的
企業を見る目にもこのアプローチは有効である、
と私は考えています。

富沢 非営利・協同セクターにとって制度が重要
だという指摘は、とても重要です。非営利・協同
セクターを拡大強化していくためには国家との関
係、特に税制度をどうするかが大切です。国家が
非営利・協同セクターに対しどういう認識を持つ
かが重要です。今のような認識では、非営利・協
同組織は国家にうまく利用され、安く買いたたか
れてしまう。ドイツのミュンクナー氏が言うよう
に、低賃金でひどい第２の労働市場が作られ、労
働組合運動が作った労働基準が引き下げられてし
まう結果にもなりかねません。非営利・協同組織
は、両刃の剣のようなもので、使い方によって社
会変革の土台となったり、社会化解体の用具とな
ったりします。

中川 どういう問題があってどうすればいいのか、
ですね。

坂根 日本でもし NPOが出てこなかったら、従
来の協同組合の制度が中心ですね。消費生協や農
協などだけでは今日の厳しい状況から非営利分野
が縮小する可能性があったところ、NPO法人制
度の出現でここは質も量も広がったと理解してい
ます。その意味ではよかったが、ただし NPOも
いろいろあるから、NPOでひとくくりにするわ
けにもいかないのです。
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消費生協は今年の通常国会で生協法改正が出さ
れます。私の見方ですが、おそらく市場のほうに
少し寄る改正だと思っています。県境を越えて単
協が作れるのですし、現にコープとうきょうとコ
ープさいたまは事実上合体しています。経営が合
体する前に労働組合が合体していますから。その
ことがいいのか悪いのかという議論はまた別にあ
るとは思いますが。また生協の労働者の中では、
パートの労働者の比率が極めて高い。さらにヨー
ロッパ型と違って、日本の生協は利用者の協同組
合であることをどう考えるのか。
農協については私の個人的な見方ですが、かな

り存続は厳しいと思っています。本来の供給事業
も厳しいし、信用事業も不良債権の山でこれをて
こに合併・再編されてきて、共済はおそらく保険
業法で切り離されると思います。いまは共済で食
べているようなものですから、日本型農協の将来
は難しいだろうと思われる。そうすると、NPO
を含めた諸団体や法人格を持たない非営利団体、
あるいは社会福祉法人や民間の作業所を含めた、
富沢先生の言われた地域に根ざしたくくりをでき
るか。もう少し具体的なことで出来ることが望ま
しいと思う。これが１点。
２点目は、税制度を作る側は、おそらく悩んで

いるのだろうと思う。つまり非営利分野に一定の
理解を示したいが、営利企業の側からは逆差別を
するなと批判が出てくる。ヨーロッパは非営利を
優遇する、差別をつける制度を作っているし、小
さな非営利企業が大きくなる過程に税制上の配慮
がある。日本はほとんどそれがなく、単に税率の
差があるだけで、小さなものが大きくなるときに
なかなかなれない。この間の税負担が厳しい。た
とえば１０億円儲かれば半分でも５億円が残るが、
２０００万、３０００万円のときに半分近く取られるので
は、なかなか大きくはなれない。日本はどちらか
といえば普通の株式会社に対する税制と非営利組
織への税制が接近してきています。この１０年間く
らいは法人税負担を下げてきているので、従来は
もう少し差があったが接近してきた。今年の秋か
ら来年にかけての消費税改悪の手前での法人税制
改定で、また少し接近するだろうと思います。協
同組合の税制も少し負担が上がると予測します。
というのは、明らかに市場化を目指す消費生協を

見て、差をつけておくということはないだろうと
思われるのです。医療や福祉や障害者といった分
野でどう配置するか、というのも重要です。とこ
ろが一つの NPOでも障害者の団体でもいろいろ
なことをやり始めていて、事業だけの税制も、法
人だけの税制もなかなか出来ないというジレンマ
があるように思う。ぼくは、法人格のある組織へ
の法人税制の配置の影響が、法人格のない団体に
どう反映されるのかが、気になっているところで
す。法人格のある団体へ厳しくしたら法人格を持
っていない団体へはもっと厳しくしないと法人格
をとろうと動きません。消費税を押しなべて高い
税率をかけようとするならば、ここを配慮しない
と、ここから消費税収入が上がってこないですか
ら、法人格なき団体へかなり厳しくするのではな
いかというのが、基本的なぼくの見方です。
もう一つ、税制の問題もあるけれど、非営利・

協同の資金の問題があります。要するにそういう
金融機関がないわけです。民間の証券会社に「非
営利投資ファンド」といううたい文句のものはあ
るのです。それではどこに投資しているかという
と、よくわかりません。本当は非営利分野に積極
的な融資をしてくれるところがあればいいのです
が、日本にはない。これが先ほどの税制の、組織
が大きくなる過程での支援が必要というのと絡ん
でのジレンマですね。

中川 イギリスの「社会的投資」を最初に言い出
したのはイングランド銀行だと聞いています。

坂根 日本で日本銀行が言い出すはずがないじゃ
ないですか（笑）。

中川 確か、イングランド銀行は株式会社ですね。
だからかな。もっとも激しい市場競争から、それ
だけではまずいとなってきているので、マーケッ
トは多様性があるのだと、われわれがシチズンシ
ップを基礎にしてやっていけばかなり変わると思
いますね。イタリアのように効率や競争に対して、
社会的正義や社会正義を常に対峙させて、われわ
れの生活にとって何が良いのか、これをある意味
社会化させていくことを、われわれ市民が出来る
かどうかですよ。
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角瀬 アジアにもこのあいだノーベル賞をとった
グラミン銀行がありますね。

中川 私からみれば、グラミン銀行もまさにそう
ですね。

富沢 市民社会のネットワークをつくるには核が
必要です。モンドラゴンは労働人民金庫という金
融機関が中核となって発展しましたが、日本でも
経営指導が出来る金融機関をつくれるかどうかが
重要なポイントですね。

坂根 最近、名古屋で、経済同友会の人が労金と
タイアップして金融機関を作りました。規制緩和
で以前よりも金融庁監督の金融会社も証券会社も
一定規模の資金と仕組みを作れば、できるように
なったのです。

中川 横浜にも生活クラブの女性組合員が作った
組織がある、と聞いています。

富沢 個々の小さなものは各地にあるかもしれま
せんが、全体のネットワークの核になるようなモ
ンドラゴンの労働人民金庫的なものがほしいです
ね。

坂根 ヨーロッパで非営利投資が盛んなのも、高
い利回りはないけれど民間と違ってリスクをあま
り取らなくていい、つまり失敗する確率が低く、
その代わり利回りはあまりない。低く安定して利
回りがとれる。あとは投資する側が、自分の出し
たお金がどこに使われるか見ておきたいというこ
とです。これは民間では無理です。お金に色をつ
けておきたいということですね。

中川 蛇口がはっきりしているわけですからね。

司会 ここ３年間の変化の大きなものは、資金調
達の新しいネットワークの動きがイギリスを始め
にヨーロッパで出てきているということと、日本
でも市場や企業ということがテーマになりうるよ
うになった、ということでしょうか。日本で制度
的にたとえば社会的協同組合や、フランスにおけ

る社会的共通益協同組合とか、イギリスの社会的
コミュニティ企業とか、そういう法律が日本で作
れないものでしょうか。いま、ワーカーズコープ
法を作ろうとずっと動いていますが、それより社
会的企業法の方が作りやすいのではないか。
坂根先生に伺いたいのですが、日本の新会社法

は、非営利・協同セクターが活用できないものだ
ろうか、これが一つ。
またイギリスのソーシャル・インベスターのよ

うな法律がフランスにもあります。賃金労働者投
資家法のような法律が出来ており、自分がどうい
う環境推進企業に投資するといったことがわかる。
資金調達は労働者一般から調達できるのは新しい
コンセプトだと思います。もう一つはフランスで
いうと非営利・協同の金融機関、クレディ・コー
プやバンク・ポピュレールといったところからも
ネットワークで資金調達を出来るし、そういうネ
ットワークを作っている。フランスの法律は、も
ともとは政府がアントレプレナーシップで小さな
企業家を増やしたいという法律だったのが、社会
的経済セクターが活用して投資をする。出資では
ないのです。そして経営参加をするようなシステ
ムになっている。新しいコンセプトが出てきてい
るといえる。
この中にはグラミン銀行のマイクロクレジット

的な要素もありますが、もっと幅広いですね。社
会的経済セクターの金融ネットワーク。イタリア
の場合は倫理銀行というのがあります。既存の信
用組合や協同組合の資金を集め、個人の貯蓄を集
めて利用する。
理論として新しいのはイギリスやフランスの方

が資金調達のコンセプトは新しくて、日本の非営
利・協同セクターでも新会社法を利用して作れな
いのかということと、新しいビジネス形態の法律
を作れないものかと思うのです。

角瀬 よく問題になるのは、法律が出来ればうま
くいくという考え方がありますが、それは間違い
ですね。はじめは出来合いの法律を活用すればい
いのであって、現実の非営利・協同組織では柔軟
に活用しているのではないでしょうか。医療や福
祉の分野ではいろいろな事例があります。東京の
足立区にある民医連組織の健和会グループでは
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「保健医療福祉の協同組合連合」のなかに会社を
も取り込むという新しい実験もなされています。
法律がないからダメだというのではなくて、やら
ないんだと思います。イギリスなどでは融通無碍
といってもいいほど、さまざまな法形態を非営利
・協同の陣営が利用してきました。そうした中で
新しい法形態も生まれています。

坂根 もともと非営利の世界は市場の周縁部分、
障害者や福祉を含めて、行政との関係が強いじゃ
ないですか。法律の介入や規制も含めて、いつも
行政に目を向けていた。それがある意味、日本人
の文化だった。ぼくも法人の組織形態と非営利・
協同というのは幅があってよいと思っていて、実
践的に考えればいいと思う。株式会社は、本来は
資本主義市場のために作られた制度だけれど、株
式会社だから営利であると断定できません。今度
の新しい会社法の中には合同会社という形態があ
って、株数に限らず一人一票原則というものがあ
ります。つまり資本はないけれど技術だけあると
いう人を大株主にできるというのを作ったのです。
その意味では協同組合的会社と言われています。
私自身の実践はまだありませんが、いずれ、どこ
かでやってみたいなと思います。非営利分野では
多様な形態があって多様な特色を検証しあいなが
ら進むのが必要だといえますね。

中川 CICs法（community interest companies act）
に準拠して登録されている社会的企業の場合、社
会的投資家がその株を買うのです。社会的企業は
株を発行することができるが、しかし、政府に厳
しく管理され、その許容範囲内での株式発行です。
それでも CICとしての社会的企業は株式を発行
する企業なのです。とはいえ、それには「出資型
非営利会社」という枠が組まれている。いずれに
しても、社会的投資家は、社会的企業を育てるた
めに、どの社会的企業の株を買うか、ということ
になるのであるが、それは投資家の考え次第です。
環境に関心があるなら環境保全の事業を実践して
いる社会的企業へ、障害者の自立を促すことに関
心があるならばケアサービスを実践している社会
的企業あるいはソーシャル・ファームへという具
合に、市民がどういう社会的企業をどのように育

てていくのか、もっと分かりやすく言えば、市場
メカニズムを市民の方へどう引き寄せていくか、
そのことが大切になってきている。日本でも同じ
ようなことが考えだされないかと思いますね。権
利だけでなく、責任をもまた共有しながら企業を
起こせば、リスクを伴うことになるのですが、ど
うそのリスクを引き受けていくのか、日本では「寄
付の文化」がなかなか育たないように、「損失や
リスクの危険性を極力避けようとする」感情が強
いのですが、損失の可能性はあるかもしれないが
投資することによって社会が良くなる、人びとの
生活の質が向上するかもしれない、という可能性
を求めての「リスク引き受け文化」を一般市民も
考えてはどうだろうか。そうしないと相変わらず
市場は大企業のものになってしまう。市場＝営利
企業＝大企業という発想はそろそろ止めませんか、
ということです。

司会 ベストミックスという話がありましたが、
実際は誰がどのへんでイニシアティブをとること
になるでしょうか。いまは行政や民営化の流れが
非常に強く、社会化といったときにどのへんの社
会サービスを社会化というのか。非営利セクター
への批判は、さきほど第２労働市場になってしま
うのではないかというのにわれわれはどう反論す
ればいいのか、ということですね。労働者にとっ
ては第１労働市場も崩れてしまったのではないか
という言い方もありますが。

角瀬 ベストミックスということがよくいわれま
すが、私には中身がなくて言葉だけが踊っている
場合が多いような気がします。ベストミックスと
いうだけでは問題は少しも解決しません。ベスト
ミックスとはどのような形になるのか、具体的に
そのあり方を検討する必要があるのではないでし
ょうか。

富沢 ベストミックスをつくるためには、なによ
りもまず非営利・協同セクターの拡大強化が必要
です。国家セクターと営利企業セクターに対する
カウンターベイリングパワー、拮抗力を育てて、
国家に対しても物を申せるし、企業に対しても物
を申せる力がないとベストミックスはできません。
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非営利・協同セクターを拡大強化するためには
労働組合運動をどう位置づけるか、が問題になり
ます。労働組合運動は家族をどう守るのかという
生活問題でもあるから、そのような意味でコミュ
ニティに基礎をもつ組織であり、非営利・協同セ
クターの中の重要な勢力です。労働組合もそのよ
うな認識をもつと、非営利・協同セクターの拮抗
力が格段に強まるのではないか、と思います。

坂根 産別中心でなければだめだ、ということで
すね。末端は地域に出て行く必要があるし、ばら
ばらになる必要はないけれど認識を改めないとい
けない、ということですね。

司会 そうなると労働組合に期待するといっても、
現在の連合が７００万人、全労連が３００万人くらいで、
現状は企業内組合でやっているから、そういう形
態である限りあまり期待できないということにな
りますね。

坂根 地域オルグを多少はしており、前よりはが
んばっているけれど、まだまだ足りないというこ
とですね。

司会 連合にも社会的経済に関心をもつ方もいま
すね。もう一つ、コミュニティの場合、住民参加、
先ほどの結や相互扶助のことがよく言われますが、
住民参加を言う人たちは経済活動をする方への言
及が少ない気がします。すると拮抗力にならない
のではないか。日本のレベルをヨーロッパのレベ
ルに引き上げるためには、どういうことを世論に
訴えていくのが有効でしょうか。「労働組合がん
ばれ」といっても、企業内でシステム的に力がで
ないですし。

富沢 だいぶ前になりますが、労働組合運動にと
っても地域運動は大切だと主張したら徹底的に批
判されました。労働者は職場で戦うべきだ、地域
活動なんていったら労働現場で戦うエネルギーを
そぐから反動だと批判されました。労働組合運動
が社会の中でどういう役割をするのか、また、ど
う社会をつくっていこうとするのかという問題を
考える必要があります。運動組織は保身に回ると

弱体化します。攻める運動をどうつくるかを再検
討する必要がありますね。

坂根 労働組合は組合員数が減ってきているから
上と末端はいいのだが、中間組織が財政的にも厳
しいのですね。だからまとまった方がいいよ、と
言うんですがなかなか実現しませんね。ただ重要
な指摘ですね。

司会 今の社会認識について、新自由主義的な考
えに賛成するような人たち、国民の投票の半分は
自民党へ投票するのですから、無党派層へのアピ
ール力、訴えるポイントはどうでしょうか。われ
われは普遍主義や平等主義に価値を置いています
が、個人と市場しか念頭にない人に対して、私が
有効だと思うのは、イギリスのソーシャル・イン
ベスターのように投資をしながら非営利的に公共
性や社会貢献ができるのですよ、こういうルート
がありますよと見せると、個人と市場だけだと思
っている人も呼び寄せることが可能かもしれない。
旧来の福祉国家を守れという話は、行政がしっか
りやりなさいとなりますが、もはやそういうのに
は国民の半分がそっぽを向いている。価値観が違
うわけですから。非営利・協同セクターも多数派
になるための社会認識作りということをやる新し
い段階に来ているのではないかと思うのです。そ
の材料はヨーロッパからいくつか拾ってくること
が出来るのではないかと思います。

富沢 単純に言えば先ほどの自由・平等・連帯で
すね。連帯の新しい形をどうつくるかです。一昔
前の連帯は、労働者階級の連帯でしたが、今は階
級連帯一本槍では現実問題に対応できない。現代
的な連帯のあり方を検討する必要があるのではな
いかと思います。

角瀬 非営利・協同というのは社会を変えるため
の動きであって、冒頭に申し上げたように実際に
日本社会に大きな影響を生み出してきています。
しかし当面の変化は確認できても、さらに中長期
の先の将来にわたってまでの、社会像なり未来社
会の展望なりはまだ持てないでいるのではないで
しょうか。
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富沢 将来にわたっての具体的な像を作るのが、
この研究所の仕事ではありませんか。

�非営利・協同もリスク引き受けを
司会 ちょうど富沢先生が最初に触れられた、ど
ういう社会像を作るかという目標に戻ってきまし
た。市民参加の形態は政治的分野、文化的分野、
経済的分野と非営利・協同セクターはフォローし
なければならないと思います。特に弱いのは経済
的なところです。ここでいろいろなやり方が先進
的な国の経験を見ると参考になると思うのですが。

坂根 モンドラゴンもイタリアも連帯という取り
組みに重点をおいていると理解していますが、僕
ら団塊の世代が、定年を迎える年になって地域に
出る。ここは間違いなく変わると思う。僕らは学
生運動や高度経済成長やバブルといった経験をし
てきているので、それに市民という意識も少しは
持っている。この団塊の世代が地域に出るときに
ひょっとしたら大きな影響を及ぼすかもしれませ
ん。

角瀬 それはもう始まっているのではないでしょ
うか。地域に自治会がありますが、かつては古く
からの農家など、地域で生まれ育ってきた人々が
中心でした。せいぜい都心の企業に勤めるサラリ
ーマン家庭の主婦が参加する程度でした。亡くな
った日本生協連の大谷正夫さんがよく言っていた
ことですが、地域自治会の会長になったらコミュ
ニティが日本にはないのがわかったというのです。
しかし今では団塊の世代のように、企業を定年

で退職したが、まだ元気で、なにかできるのでは
ないかという人が中心になってきています。それ
が地域での無数といってよい市民活動を生み出し
ています。こうした人々が地方自治、地域生活の
主体として結集され、組織化されるところまでい
っていないところが問題といえます。経済となる
とこれからという印象です。まだ一部の女性のワ
ーカーズ・コレクティブという限定された活動し
かありませんが、福祉関係の起業ということにな
ると、女性は男性にまったく引けをとりません。
下手をすると男性が置いてけぼりをくったりしま

すから、これからに期待したいと思います。

中川 社会的企業のことしか言わないで申し訳あ
りませんが、イギリスでは政府が社会的企業を成
長させていく重要なポイントとして、「既存の企
業文化を変えていく」、と公言しています。株式
会社や営利企業だけが企業である、と考える「企
業文化」を変えていく、つまり「企業」に対する
認識を変えることが社会的企業を発展させること
になる、と政府が言っているのです。そこで労働
組合ですが、労働組合は自分たちの行なっている
仕事や労働が社会にどう貢献しているのか、ある
いは貢献するのか、地域社会とどう関わりを持っ
ているのか、と考えるようにならなければなりま
せん。これをしないと、労働組合は自分たちの生
活の安定だけを考えることになり、他者からの協
力が次第に得られなくなっていき、その体力を弱
めていく。そうではなく、さまざまな企業文化が
あるのだから、労働組合はその企業と労働組合自
身が地域と関わる意味を考え始めなければならな
いでしょう。

角瀬 企業文化というと、企業中心主義か福祉厚
生活動として企業、経営側が上から組織するとい
うのがこれまでのあり方でした。それと労働組合
も一体化していたといえそうです。あくまでも縦
割りの組織から抜け出ていませんでした。それが
最近では個人主義的なものになっているのではな
いでしょうか。非正規労働者を含めて、労働組合
が新しい文化の主体になっていかないとならない
ように思います。

富沢 制度的には従業員参加は両刃の剣になりま
すが、実質的な従業員参加を実現するためにはど
うすればいいか、また、労働組合が地域社会と結
びつくにはどうすればいいかという問題を検討す
る必要がありますね。

中川 リスクがあるからやらない、では何も出来
ないので、リスクにどう対処するかを考えなけれ
ばならない。

角瀬 それが盛んなのはアメリカ社会で、そこに
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はプラス、マイナスと両面があるわけですね。日
本社会におけるリスクテイクとしてはどういう形
のものが求められるのかは、これからですね。体
制側からは「貯蓄から投資へ」という形でのマネ
ーのリスクテイクが盛んに提唱されているわけで
すが、グローバル化時代の社会変革の主体となる、
個人としての自立と連帯のリスクテイクが求まれ
るように思います。

中川 前にも言いましたように、生活手段の生産
を含めて、われわれの経済的な売買行為を通じて
市場は創られるのであるから、経済と福祉の相補
関係を発展させていくとなると、経済や福祉は文
化や政治とどう関わるのかを研究しなければなら
ないでしょう。経済や文化や政治は私たちの生活
に対していかなる役割を果たし得るのか、私たち
の生活をどう改善変化させることができるのか、
またそれとの関係で非営利企業はどう社会を変え
られるのか、政治的な変革は可能なのか、新しい
文化を創造することは可能なのか、そのことを論
証することが求められているのではないでしょう
か。

角瀬 京都大学にいた池上惇さんは勤労者の学習
・研究活動から文化経済学ということをさかんに
提唱してきていました。最近では大学院を作ると
いうことまで呼びかけていますね。

中川 池上先生の研究対象であるＷ．モリスも盛
んに言っています。

富沢 またマルクスに戻りますが、経済が政治と
文化にどう影響を及ぼすかという影響関係が重要
だと思います。経済の社会化の基本として労働の
社会化が重要となりますが、雇われる労働だけで
はなく、労働を雇用、被雇用の関係から解放した
形でとらえる必要があります。そのうえで、労働
の社会化をどう捉えるか。地域で、国内で、国際
的に連帯をどう作るのかという問題を検討する必
要があります。

司会 モンドラゴンはリスクを分散して組合員に
過重な負担にならないようにしていますね。リス

クも協同化して、なるべくショックが少ないよう
に出来ると思います。社会的変革というのをモン
ドラゴン原則の第７番目に掲げていますから、あ
れも参考にはなると思います。

中川 だから「リスク引き受け文化」をどうやっ
てものにするか、ですね。これも自治能力の範疇
に入ると思われます。

角瀬 個の自立と連帯としての社会保障でしょう
ね。

司会 インセンティブでしょうか。リスクを侵し
ても利益がある、としないといけない。プラスの
刺激と、マイナスであるリスクはなるべくソフト
に収めるという形も必要ですね。

坂根 よく非営利事業では大きな賭けをしてはな
らない、といいます。民間ではやりますが、非営
利は大きくマイナスになる可能性の選択をしませ
ん。

司会 労働者が自分たちの非営利企業や社会的貢
献企業に投資するという実験は、大いに参考にな
りますね。

坂根 投資の場合、最善手を求めて素人は失敗し
ますが、プロは悪手を探して消去するわけです。

角瀬 起業するのは金儲けのためにするのではな
くて、社会のためになることをする、社会のため
に起業するということですね。

富沢 モンドラゴンですばらしいと思うのは、あ
る産業に対する社会的ニーズが減ってその産業が
衰退したときに、そこで働いていた人が再教育を
受けて社会的ニーズがある産業へ移ることが出来
るという点ですね。衰退する産業を無理して守る
のではなくて、働いている人をどう守るかという
観点が必要ですね。

司会 そういう取り組みの一部は、ヨーロッパに
おける労働挿入の企業ですし、北イタリアの事業
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連合ですね。経営専門家が本部にいて、参加する
小さな企業を毎月チェックする。小さなところが
ネットワークを作ってせいぜい１社１００～５００人程
度の小企業がグループ化して、共同会計や連帯基
金などをやってリスク分散し資金も集める。こう
いうことが日本でも出来るといいと思う。

富沢 具体的な連帯をどう作るかということです
ね。

司会 そろそろ時間になってまいりましたが、や
はりこの３年間で状況も変わりましたしいろいろ
な実験、経験も世界的に出てきていると思います。

中川 社会的企業も突然できたわけではなくて、
２０～３０年という長いスパンの取り組みがあり、市
民の意識が次第にそれに近づいてきて、自治や参
加という習慣が作られてきたことがベースとなっ
ている、ということです。自分たちのコミュニテ
ィは自分たちで開発しよう、という自分たちの権
利と責任を共有し、リスクを引き受けるという心
的態度があってはじめて社会的企業が姿を現すこ
とができたのです。政府が市民のかかる意識とそ
れに基づく行動・行為を見て、彼らを後ろから押
してやる政策が遂行されたのです。新しい企業文
化をどう創っていくか、リスク引き受け文化をど
う創るのか、そのための保障を政府がどう実行す
るのか、このような一連の協働があって社会的企
業が前進してきたのです。もはや保守党ですら、
選挙スローガンに社会的企業を援助すると明記せ
ざるを得なくなっているのです。

富沢 ヨーロッパでは市場統合と社会統合の両立
が基本理念となっていますが、こうした考えが日
本でも必要ですね。

中川 Ｊ．ピアースによると、社会的企業がイギ
リス経済に対してなしている貢献は１８０億ポンド
―これは農業の３倍の貢献度―だそうです。また
スコットランドのハイランド自治体は、スコット
ランド経済にとって社会的企業はではツーリズム

（観光）と相並ぶポジションにある、と言ってい
るとのことです。そのように社会的企業は大きな
経済的ポジションを占めるようになっている。ひ
るがえって、北海道の夕張や歌志内や美唄はどう
だろうか。シチズンシップが真に生きるような方
向を市民は追求できているのだろうか。企業や自
治体に助けを求めるだけでなく、自分たちの意思
決定が活かされる行動を自ら創りだしていく、と
いう点ではイギリスの社会的企業への人びとの関
わり方が大いに参考となるのではないか、と私は
思っています。

司会 住民参加も、行政に要請する「～してくれ」
ではなくて、自主的に作るプランに自治体がどれ
だけ援助できるのかということですね。

中川 こういうプランがあるから地方自治体はど
れだけ援助するのか、という姿勢ですね。

角瀬 地域社会の崩壊の事例には、夕張の前に三
池がありました。最近、昔の三池が現在どうなっ
ているかを描いた映画「三池」が作られ、ヒット
し、多くの人々が関心を持っていることがわかり
ました。あそこには民医連の診療所があり、その
存在が大きいと思います。北海道ではどうなって
いくのか注目しています。

富沢 日本労働者協同組合連合会の永戸祐三さん
が「夕張は日本の典型だ。住民の力で夕張の復興
が図れるように支援したい」と言っています。こ
れは運動としていい視点ですね。

司会 EUはソーシャル・ヨーロッパといってい
ますが、日本もソーシャル・ジャパンと考えたり、
制度的にはコミュニティ組織法を考えたり、新し
いことを考えつつ、自立的に制度を活用しながら
制度のとらえなおし、資金調達の新しいとらえ方、
いろいろと考えなければならない時期に来たなと
思います。

（２００７年２月６日実施）
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